様式第２４号（第２８条、第３１条関係）
添付図書等一覧表（地震に対する安全性に係る認定）
	申　請　に　必　要　と　な　る　図　書　又　は　書　類
	ﾁｪｯｸ欄
	

	事前協議
	
	

	
	付近見取図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示）
	
	必須

	
	配置図　　（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項、エキスパンションジョイントの位置を明示）
	
	必須

	
	各階平面図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項、エキスパンションジョイントの位置を明示）
	
	必須

	
	外観写真
	
	必須

	
	確認済証及び検査済証の写し（これまで交付されたもの全て）
	
	必須

	共通書類
	
	
	

	
	建築物状況確認書
	
	必須

	
	建築物状況確認資格者の資格が確認できる書類（建築士免許証の写しなど）
	
	必須

	耐震関係規定（※１）に適合している場合
	
	
	
	

	
	建築確認が必要なもの
	
	
	

	
	建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則別記第12号様式
	
	

	
	基礎伏図　（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示 ）
	検査済証の写し
	
	
	

	
	各階床伏図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示 ）
	確認済証等の写し
	
	
	

	
	小屋伏図　（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示 ）
	－
	
	
	

	
	構造詳細図（建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第33条第１項第１号の表に定める事項を明示 ）
	－
	
	
	

	新耐震基準（現行の基準に適合しているものは除く）（※２）に適合している場合
	
	

	
	建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則別記第12号様式
	
	

	
	検査済証の写し
	
	

	
	確認済証等の写し
	
	

	耐震診断基準（※３）に適合している場合
	
	
	
	

	
	耐震改修計画を策定済の場合
	
	
	

	
	省令別記第13号様式（木造の構造部分を有する場合 省令別記第６号を追加）
	
	

	
	耐震診断結果表
	
	

	
	耐震診断の評価書の写し（※４）
	耐震改修計画の評価書の写し
	
	
	

	
	耐震診断の実施者の資格が確認できる書類（建築士免許証の写しなど）
	耐震改修計画の策定者の資格が確認できる書類（建築士免許証など）
	
	
	

	
	耐震診断の実施者が登録資格者講習を修了したことを確認できる書類
	耐震改修計画の策定者が登録資格者講習を修了したことを確認できる書類
	
	
	

	
	－
	工事実施確認書
	
	
	

	
	－
	工事の実施を確認した者の資格が確認できる書類（建築士免許証の写しなど）
	
	
	

	委任状（※５）
	
	


※１　平成19年６月20日以降の建築確認において適用されている耐震関係規定のことをいいます。
※２　昭和56年６月1日から平成19年６月19日までの建築確認において適用されている基準のことをいいます。
※３　国土交通大臣が定める基準（平成18年 国土交通省告示第184号の基準）のことをいいます。
※４　耐震診断の評価書は、「ひょうご住まいの耐震化促進事業（旧わが家の耐震改修促進事業）（住宅耐震改修工事費補助又は被災特例分）の交付があったことを確認できる書類」に代えることが可能です。
（次頁に続く）
※５　申請者から委任を受けた者が申請を行う場合は、必ずご提出ください。　　　　　　　　
なお、委任を受けた者の所属する事務所名（電話番号を含む。）、事務所の別（行政書士事務所、一級建築士事務所等）、代理者の氏名及び身分（行政書士、一級建築士等）を記入し、押印してください。

委任状に押印のある印鑑は、認定通知書をお渡しする時等に持参いただく必要がありますので、ご注意ください。
該当する場合は「○」を記入





該当する場合は「○」を記入








